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１．はじめに 

インドネシア国ジャカルタ特別市では，近年，地下水質, 特に浅井戸の水質悪化が深刻

とされている１）. この問題の解決にあたり, ジャカルタ政府は水道普及に力を入れている

が, 2022 年時点のジャカルタにおける水道普及率は約 66％と低く２）, 多くの家庭ではいま

も生活用水を井戸水に依存している３）. また, 温暖化に伴う洪水被害が頻発しており, 将来

的な水系感染症罹患リスクの増加が懸念されている４）. 同様の地理的・経済的状況下にあ

る世帯でも, 水道契約を結ぶ世帯と結ばない世帯があり，その要因として教育レベルや衛

生意識といった人的資本, 冠水頻度および安全な地下水が得られる井戸の有無などの環境

資本, 宗教観や洪水被害の責任の所在に関する考え方の違い等が考えられる. そこで本研

究では, 現地で大規模なインタビュー調査を行い, 水道契約世帯の社会的背景や政府や水

道会社への信頼を含む住民の思考に関する特徴を抽出することを目的とした．また，水利

用と密接な関係にある洪水問題に関する考え方の違いが水道契約に与える影響を分析した． 

２．手法 

データ収集のため, 2024 年 2 月 26 日から 29 日に質問票調査を実施した. 調査地は, 西ジ

ャカルタに位置する Rawa Buaya と Duri Kepa である（Fig1）. 調査は, 各自治体の許可を

得て実施した. 調査対象は, 同地域で浸水経験のある 20 歳以上の世帯とし, 523 世帯から回

答を得た.  

分析には, ロジスティック回帰分析を使用した. 回

帰式を(1)に示す.  
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p に水道を契約する確率, β₀は切片, β₁, β₂, …βn は各

説明変数の係数, x1, x2, …xn は説明変数である. 目的変

数は, 調査時点において水道を契約しているかどうか

とした . 説明変数には , 自営業かどうか , 居住地区 , 

川からの距離, 井戸の保護, 義務教育の有無 , ムスリ

ムのお祈りの実施状況, WASH の認知, 世帯構成員に

5 歳未満児が含まれるか, などを投入した.  

３．結果・考察 

 ロジスティック回帰分析の結果を Table1 に示す. Rawa Buaya にある世帯は DuriKupa の

世帯より 4.8 倍の水道契約を結んでいた. これは, Rawa Buaya が洪水常襲地であり, 汚染水

との接触機会が多いこと, そして浸水した部屋の掃除のために水道水の需要が高いこと, 
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が要因ではないかと考える. 次に, 洪水被害について政府等ではなく自身に責任があると

考える世帯は, そうでない世帯の 2.49 倍水道契約を結んでおり, 自己防衛意識の高さが水

道契約のモチベーションとなっていた. 井戸水を飲用している, または, 井戸に蓋をして

いる世帯は, 水道契約をしない傾向にあった. このような世帯は, 井戸水が安全であると

信じ, 水道契約の必要性を感じていない可能性が示唆される.  

洪水後の感染症対策として薬を準備している世帯は, そうでない世帯よりも水道契約を

しない傾向にあった. 水道は感染リスクを大きく下げるが, 毎月水道代を支払う必要があ

る. 一方で, 薬は感染症の罹患を防ぐことはできないため, その都度, 事後的に対処する必

要があるが, たいていの薬は安価であり, 水道に比してより経済的である. 5 歳未満の子供

がいる世帯は, 水道契約をしない傾向にあり，その理由として彼らが比較的若く低収入で

あることが考えられる．また, 洪水後の心配事として感染症を挙げた世帯は，それにも関

わらず水道契約をしない傾向にあったが，これは，1990 年代の強引な水道事業民営化に起

因する，水道公社と水道そのものに対する信頼の喪失５）との関連が示唆される． 

Table1 Results of reflession analysis 

 

４．結論 

 対象地域では依然として地下水が利用される状況にあるが, 蓋をしたとしても腐敗層等

からの汚染水の混入は避けられない．洪水が頻発化する中で水道契約は水系感染症罹患リ

スクを低減する有効な手段ではあるが, 水道普及率の向上に向けて，政府・水道公社だけ

でなく, 中立した立場にある研究者が, 地下水汚染の状況や水道水質の安全性を科学的に

示し, 住民に分かりやすく伝えるようなプラットフォームの構築が望まれる.  
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